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　平成23年３月の東京電力株式会社福島第一原子力発電
所事故の発生により、大気、土壌、海洋、河川などの環境中
に幅広く放射性物質が拡散し、本市にも様々な影響を及ぼ
しました。

　本市では、この過去に体験したことのない、未曽有の事
故発生に対し、369万人の市民の皆様の安全・安心に応え
ることを基本とし、市民相談対応、学校や保育所等の空間
放射線量の測定、給食や流通食品等の放射性物質検査、マ
イクロスポット対応など、可能な限りの対策を、市役所総
力を挙げて取り組んできました。

　今般、事故の発生から平成24年12月まで概ね２年間が
経過し、これまで本市が取り組んだ放射線対策全般の内容
や実績等を整理し、記録として残すと同時に、今後、万が
一、同様の災害が発生した際の参考として、この記録を作
成しました。

　こと放射線対策については、今後も継続して実施してい
く必要があることから、平成25年以降についても適宜時
点修正を行い、更新していきます。

横浜市放射線対策記録の作成にあたって

平成25年３月　
　横浜市放射線対策本部
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事故の経過について    
事故後の放射性物質拡散状況

1　東日本大震災発災当初の出来事
2　横浜市内での放射線対策の初動
3　市役所横断体制へ
4　広報、普及・啓発の取組
5　「マイクロスポット」の確認とその対応
6　事故由来放射性物質に関する状況整理
7　国への要望
8　東京電力株式会社への賠償請求

横浜市内の空間放射線量について
１　モニタリングポストにおける市内の空間放射線量
２　横浜市における放射線量測定結果の対応の目安
３　市内の空間放射線量の状況    
放射性物質による局所的汚染箇所の有無の確認、対応
１　マイクロスポットの有無の確認、対応
２　作業者の安全確保
３　学校に設置された雨水利用施設
４　瀬谷区内の廃水路敷における局所的汚染対応
５　雨水調整池の対応
６　事故由来放射性物質により汚染された廃棄物の処理等についての対応
（参考）【環境省】100Bq/kgと8,000Bq/kgの二つの基準の違いについて
下水汚泥焼却灰の取扱い    
ごみ焼却工場及び最終処分場の対応    
その他の対応
１　農用地土壌 
２　堆肥
３　薪・炭・落ち葉
４　横浜港から輸出されるコンテナ等
５　海水浴場、プール及び河川施設関係の親水拠点

食品中の放射性物質の基準値について
食品中の放射性物質検査について
水道水中の放射性物質対策
食材に関するトピック 
１　水産物
２　牛肉
３　牛乳

１　放射能の基礎知識    
２　身のまわりの放射線について    
３　放射線の増減について  
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